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話題提供

男女共同参画やジェンダー平等の視点から見たと外国人住民の課題
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①外国人であることに起因する課題
• 言葉や制度・文化のちがい：母国での制度や慣習のちがい

→ 出産、子育てに関する考え方、離婚や相続の制度のちがい
• 在留資格：家族や雇用主との関係が日本での在留に大きく影響

→ 暴力や孤立の要因にも

②女性であること起因する課題
• 雇用の脆弱性：非正規雇用、低賃金、少ない選択肢
• 性と生殖への問題：母国での性教育、避妊や分娩方法のちがい
→ 「日本人男性医師に診察されたくない」

• 心身のケア：更年期、女性固有の疾患やターミナルケアへの対応
→ 国際的には宗教者による支えが大きな役割を果たしている

③地方に住むことに起因する課題
• 外国人への支援リソースの不足：日本語教育や多言語環境が少ない
→ 子どもや雇用する企業の社員が通訳をするのは人権上課題

• 社会インフラが脆弱医療・相談機関・交通
→ 自動車が主な移動手段だが、運転免許の取得が難しい

• 外国人コミュニティへのアクセス
→ そもそも少ない＋狭い（＝ほぼ知り合いなので相談しにくい）

地方に暮らす外国人女性の課題に着目したアプローチが必要
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出典：出入国在留管理庁「在留外国人統計」25-12-t1（令和7年12月末）。未定・不詳は都道府県比較から除外。地図は位置関係を簡略化したタイル地図。

都道府県別外国人女性比率の様子

全国
女性 48.9%（2,011,757人）

女性比率が高い
鳥取 60.2%／山形 58.9%／秋田 58.3%

男性比率が高い
香川：女性43.4%／沖縄44.0%／茨城44.5%
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京都
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男女差が大きい都道府県

「県民性」ではなく、
外国人を受け入
れる産業・職種や
在留資格が影響
していると考えら
れる

女性が比率が
高い県

女性比率が
低い県
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地方における人口変動と外国人女性
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在留資格別の男女比(全国・2025年末）

出典：出入国在留管理庁「在留外国人統計」25-12-t1を集計。グラフは人数上位15在留資格。

「家族滞在」
「永住者」

「配偶者」など、
長期在留型の
資格で女性が
多い傾向。

このほか

「介護」も
73.3%が女性
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都道府県 全出生 外国籍 割合

群馬県 9,694 727 7.5%

愛知県 46,635 2,467 5.3%

千葉県 34,862 1,830 5.2%

埼玉県 40,700 2,135 5.2%

岐阜県 9,845 512 5.2%

三重県 9,246 457 4.9%

静岡県 17,891 864 4.8%

茨城県 14,074 676 4.8%

東京都 89,152 4,078 4.6%

栃木県 9,331 381 4.1%

外国籍新生児割合 上位10都県

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」26-01【総計】・26-09【外国人住民】（2026年7月29日公表）。割合＝外国人住民の出生者数÷総出生者数。
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婚外出生の状況の日本人・外国人の比較

この差は「文化差」と解釈せず、
婚姻制度、在留資格、若年妊娠、相談・医療へのアクセスなどを併せて検討する必要がある。

出典：厚生労働省「令和8年度人口動態統計特殊報告」出生 表3（2005～2024年）
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母の年齢別にみた「嫡出でない子」の割合の日本人・外国人の比較

若年外国人女性への妊娠・出産支援を、多言語情報提供だけでなく
「相談につなぐしくみ」として設計していくことが重要。

出典：厚生労働省「令和8年度人口動態統計特殊報告」出生 表3（2005～2024年）
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多年代化する外国人住民
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 -  100,000  200,000  300,000  400,000  500,000  600,000  700,000  800,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80歳以上

2016年12月末

2025年12月末

2016年12月末 2025年12月末増加率
0～4歳 82,577 115,956 1.40 
5～9歳 67,199 109,184 1.62 
10～14歳 57,097 103,591 1.81 
15～19歳 100,782 156,142 1.55 
20～24歳 322,783 677,215 2.10 
25～29歳 352,900 728,681 2.06 
30～34歳 284,047 549,922 1.94 
35～39歳 277,607 405,954 1.46 
40～44歳 198,586 302,330 1.52 
45～49歳 188,892 234,362 1.24 
50～54歳 149,010 195,125 1.31 
55～59歳 103,611 172,816 1.67 
60～64歳 78,505 132,505 1.69 
65～69歳 58,895 87,145 1.48 
70～74歳 39,499 61,228 1.55 
75～79歳 28,966 43,140 1.49 
80歳以上 32,870 50,099 1.52 
総数 2,423,826 4,125,395 1.70 

若年層への包括的性教育や孤立防止、中高年層への健康相談支援が必要



地域に求められる取り組みとは？

地方における「ギャップ」を埋めてきた外国人へのフォローアップ
• 1980年代の「農村花嫁」から近年の介護人材に至るまで、外国人女性は地
方の人口減少やジェンダーギャップに対処し続けている

• 中高年の外国人女性への早期のアプローチで孤立を防ぐ必要がある
• 地域参加を通した相互理解と、尊厳のある人生を歩むための寄り添いを

外国人住民の多様性をふまえた取り組みの拡充
• 若い外国人による「望まない妊娠」や「乳児の遺棄事件」への対策も急務
• 母国での性教育、宗教による避妊や家族観のちがいへの配慮も重要
• 入国・転入時に外国人世帯の状況を把握し必要な手続きを行う「世帯アセス
メント」と、ライフステージの継ぎ目における「アウトリーチ活動」が自治体に期
待される取り組みとなる（前回も書きました）
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これからの考えたい問い

• 私たちの地域では、外国人住民を「外国人」という一つの集団として扱い、
男女のちがいを見落としていないか？

• 外国人女性が妊娠、出産、DV、病気などを誰にも知られずに相談できる窓
口が地域にあるか。また、その存在を本人が知っているか？

• 「外国人を支援する」という発想だけでなく、外国人自身が自分や家族の意
思決定、地域社会に参画するためのしくみや促しがあるか？

• 外国人が低賃金・非正規・特定職種に集中しているとすれば、それは本人
の選択なのか、それとも在留資格、地域産業、採用慣行、ケアにおけるジェ
ンダーバイアスなどによって選択肢が狭められていないか？

• 男女共同参画計画・DV対策・ジェンダーギャップ対策、母子保健・地域福祉
といった施策は、外国人も同じ「地域住民」として想定してされているか？
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